
 

 

これまでの検討の整理（案） 

 

 

１．検討事項及び背景 

 

（１）検討事項 

（本委員会に与えられた検討課題-ICT分野における標準化政策の在りかた） 

 

① 標準化を推進するに際しての基本方針 

② 重点的に標準化を推進すべき分野 

③ 国が講ずべき措置とその推進体制 

 

（２）背  景 

 

① これまでの標準化政策 

 

② 環境の変化 

 

1)デジュール標準、フォーラム標準に係る環境変化 

・デジュール標準、フォーラム標準、デファクト標準 

・フォーラム標準の重要性の増大（ユーザードリブン、消費者の意向） 

 

2)デジタル化の急速な進展 

・2011/7、通信、放送のデジタル化の完了 等 

・スピードの一層の重要性、製品・サービスを一社の技術でカバーするこ

との困難性 等 

 

3)いわゆる「ガラパゴス化」に係る問題意識の高まり 

 

4)諸外国における政策の動向 

 

 

資料１６－０３ 



 

 

２．検討の経緯 

 

（１）環境変化と標準化政策の在り方 

 

＜１＞標準化政策の意義 

＜２＞デジュール標準、フォーラム標準と標準化政策 

1)デジュール標準、フォーラム標準への対応 

2)政策の対象とすべき標準 

＜３＞いわゆる「ガラパゴス化」と標準化政策 

1)「ガラパゴス化」の内容と原因等について 

2) 海外との連携の在り方 

 

（２）標準化政策における重点分野について 

 

＜１＞重点分野の選定の考え方 

＜２＞具体的な重点分野について 

 

（３）官に期待される役割について 

 

＜１＞これまでの標準化政策に関する評価 

1)基本的な考え方 

2)予算施策について（21年度補正予算等） 

＜２＞基本的な情報収集、関係者における情報共有の促進 

＜３＞検討の場の設定 

＜４＞調達による、規格・仕様の普及 

＜５＞標準化活動の支援 

＜６＞海外との連携促進 

 

（４）国の内外における標準化政策 

 

＜１＞国内における標準化政策の動向 

（総務省ＩＣＴタスクフォース、及び知的財産権戦略本部の動向） 

＜２＞各国における標準化政策 

1)全体的な動向 

2)各国における標準化政策 

 



 

 

３．整理すべき事項 

 

（１）基本的な考え方 

1) これまでの標準化政策との関係 

2) 今般答申の範囲 

 

（２）標準化施策 

 

＜１＞ 早期の推進 

1)「標準化政策」の意義の確認 

2) 標準化に係る、審議会の検討体制の見直し 

3) 重点分野の選定に係る方針の明確化 

4) 当面の重点分野に関する措置の在り方 

 

＜２＞ 引き続き検討すべき事項 

1)標準化の重点分野の選定に係る考え方、及び具体的な重点分野 

2)国として構ずべき措置、評価のプロセス 
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２．検討の経緯 
 

(1)  環境変化と標準化政策の在り方 

＜１＞ 標準化政策の意義 

１）消費者の視点 
ア 基本的な考え方について 

① グローバルスタンダードは、使ってみたいという消費者の意欲を生み出す。

また、製品がつながって動き出すという消費者の当たり前の期待に応えるも

のである。消費者はお店に行って、標準技術を、技術自身を買うわけではな

く、製品を買うのであり、消費者は標準技術や相互接続によって生み出され

る便利さ自体を求めている。 
 
② 現在は、安価であることや、利便性という消費者のニーズに合わせて、色々

なサービスや製品が企業から提供されている状況にあるが、消費者が気づか

ないところで、プライバシーの保護等の安全性が担保されていない場合もあ

るのではないかと考える。標準化というのは、消費者の側から見て技術的に

もきちんと安全性が担保されているということが議論できる場で行われる

べきであり、その場を提供するのが官の役割だと考える。 
 
③ 例えば通信事業者と通信事業者の間の何かの技術等、全く消費者の目にふ

れないような規格で、消費者は全く関係ないといっても良いかもしれないが、

消費者が自分で使い、生活の中に入ってくる規格であれば、消費者のニーズ

把握、消費者の視点というものがなければ、税金として投入されたお金が無

駄になると考える。 
 
④ 消費者にとっては、「自由に商品を選択し、購入すること」、「購入した製

品がどの国でも使えること」、「あらゆる製品同士が簡単につながること」、

「それらの製品であらゆるコンテンツが楽しめること」という 4 点が非常に

重要であると考えている。 
 
⑤ ユーザーや権利者にとっては舶来であろうと国産であろうと、優れて安価

な選択肢で、ユーザーにとって便利で権利者の権利を守る技術があれば、そ

れを使いたいと考えるのではないか。そういうことを前向きに議論すれば良

いのではないか。 
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⑥ ユーザードリブンというところが非常に重要だと考えている。消費者は常

に選択肢を求めているということを意識してやっていくことが重要。 
 
⑦ 一つのキーワードとして、ユーザードリブンという言葉を使っているが、

ユーザーの影響力が格段に向上している。ユーザーの方のシングルベンダー

にロックインされたくないという気持ちを感じる。 
 
⑧ 消費者代表の決め方について、米国やカナダでは定義や資格も決め、効率

的に意見を引き出せて、中立的な人を非常にシステマティックに選ぶ仕組み

が出来上がっている。 
 
⑨ グローバルな標準化の動向を正しく理解、解釈することによって、日本に

おいて消費者に求められるサービスを提供できるということを認識するこ

とが重要である。 
 
⑩ 標準化における消費者の役割は、技術から出てきた重点分野を絞る際に要

否の判断をすることであると考える。そのためには消費者団体には消費者と

しての意見の集約を行なっていただきたい。 
 
イ 現状の問題点について 

① 米国やカナダでは、標準化活動における消費者の意見の取り込みは常識に

なっていて、定款で消費者の参加を定め、また、有効な意見を引き出せるよ

うにサポート体制を整えて様々な便宜を図っているが、日本では消費者参加

の考えがまだ根付いていない。 
 
② ニーズの取込みが重要であり、日本ではどういう技術があって、その標準

化によりどういうニーズが満たされるかという視点が欠けている。クローズ

な環境だけで議論するのではなく、ニーズがどこにあるのかということも含

めて、もっと他人の意見を聞いた方が良い。 
 
③ これまでの ICT 分野の標準化政策の策定においては、消費者ニーズを全

く考慮せずに実施方策が定められてきたのが問題であったと考える。 
 
④ 消費者の参加で難しいことに、消費者代表とは誰かということがある。ス

ピード感を維持して具体的な方策を考えると、なかなか難しい面もある。 
 
⑤ 消費者の標準化活動への参加に当たって、消費者が何を言うのか、消費者

から何を聞くのかが問題である。標準化による消費者の利益は安心・安全の
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観点だけではなく、料金の低下や新しいサービスの普及という観点もある。

このようなメリットを発信することが消費者の大事な役割であり、事業者も

ここからビジネスチャンスを見いだすことができる。 
 
ウ 今後の取組の方向性について 

① いかに良い技術を使っても、時代の必要性を読み違えると残念な結果にな

る。標準化の場でも、消費者のニーズに対してオープンになることが重要で

ある。 
 
② 標準策定において一番重要なのは、誰でもその活動に参加できるというオ

ープン性の確保である。消費者に対しては、標準化への参加について、選択

の余地が与えられれば良いと考える。 
 
③ これまでの ICT 分野の標準化政策では、消費者の利便性という観点が欠

けていたが、今後、ICT 分野の標準化政策をまとめていくにあたっては、消

費者の利便性やカスタマーニーズがあって始めて標準化が始まるというこ

とを念頭に置くべきである。 
 
④ 例えば、通信事業者間で完結するような消費者の目にふれない技術であれ

ば、消費者の参加が必要ないかもしれないが、ホームネットワーク技術など

の消費者の生活に入ってくるものであれば、消費者ニーズの把握は必要なの

ではないか。 
 
⑤ 日本は、今後人口が減少していく国なので、日本国内だけで適用可能な標

準を作っても、端末やソフトウェアの高コスト化を引き起こすということは

目に見えているため、国際的な強調という観点から、「消費者」の対象は日

本国民に限定しない方が良い。日本の省エネ技術が優れているのであれば、

世界の全ての消費者のためにぜひ国際標準化に持って行っていただきたい。 
 
⑥ 日本でのこれまでの標準化活動は技術者ドリブンのものが多かったが、市

場での展開につながらなければ意味がない。最初から市場側の人も含めた体

制で標準化活動を行うべきである。 
 
⑦ かつて標準化は国と国を円滑に接続するための役割を担っていたが、近年

は、消費者が快適な生活を送る、低コストで好きな物を選べるというふうに

標準化の意味がどんどん変わってきている。企業としては、そういう中で早

期実現をして消費者に提案していくスキームを確立する必要がある。 
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２）製品サービス提供者の視点 

① 必ずしも日本発の標準が出る必要はなく、日本の企業が収益を上げて、経

済活動が生み出されることが重要であるという位置付けとするべきである。 
 
② 国際標準化にはオフェンスとして進める面もあり、海外の企業では標準化

作業と並行して製品の開発を進め、標準制定と同時に商品を発売できるよう

な体制を取っている。 
 
③ 民間企業では標準のための標準をやる訳ではなく、最終的にはユーザーの

ため、企業の経済活動を持続させるために標準化活動を行っている。 
 
④ 標準化活動とは、製品やサービスを提供できるエコシステムをグローバル

市場において確立することである。言い換えると、市場における成功が最終

目標なのであって、標準化活動はそのための手段に過ぎない。 
 
⑤ 最終的な目標は市場での成功であって、国際標準化活動はそのための手段

であり、日本の要件は全部入れたものの市場において成功しなかったという

のでは全く意味がないのではないか。 
 
⑥ 標準化というのは、土俵を整える作業だが、土俵をきちっと固めてしまう

と、土俵自体の競争がなくなってしまい、逆に国の産業全体の発展を阻害す

ることにつながる。フレキシブルな標準化のあり方をどのように担保してい

くかという観点や、新しいイノベーションを含む市場での感覚をどう反映し

ていくかという観点が必要なのではないか。 
 
⑦ 国の役割としては、消費者のことももちろん大事だが、産業の育成や税収

の増加ということも大事なので、やはり日本の企業が育つためにはというこ

とを優先して考え、先端的な技術や日本発の標準をどうするかはその後に考

えるというスタンスを取った方が良い。 
 
⑧ 政府が標準化活動を支援する大義名分として、最終的には日本の産業界が

発展して税収増に繋がるという視点を追加で付け加えても良いと考える。 
 
⑨ 民間企業は、日本の消費者だけではなく、世界中の消費者を対象にして、

そういう標準や技術がどう生かされるかという視点で見るため、日本人だけ

が非常にいいライフスタイルが送れるという観点ではなくて、世界の人々か

ら日本は便利で進んでいるということを感心されるような提案をして初め

て、国際的にも通用する標準ができると考える。 
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＜２＞ デジュール標準、フォーラム標準と標準化政策 

１）デジュール標準、フォーラム標準への対応 

① ネットワーク仕様やルータ、サーバ等の仕様については各国との相互運用

性の確保が重要であることから、デファクトで進んできた標準が最終的にデ

ジュール化したものを含め、デジュール標準を多く採用している。 
 
② 従来のユーザーを頂点とするレイヤモデルでは、端末、通信インフラ、い

わゆる「ネットの向こう側」というレイヤーに分かれていたが、今後はこの

レイヤーを縦に貫く、コンテンツと端末を組み合わせた新しい動きが出てく

ると考えられる。 
 
③ 重点分野については、アプリケーションやコンテンツに注力すべきである

と考える。 
 
④ 政策の基本的な考え方について、これまでの考え方ではレイヤーの低い標

準化を意識されて書いているものと考えるが、現在のビジネスはアプリケー

ション等のレイヤーの高いところで成り立っているので、日本企業が弱いこ

の部分のレイヤーをどうするかという観点を入れるべきである。 
 
⑤ デジュール標準だけではなく、オープン標準も視野に入れていくことが国

の標準化政策の中でも、戦略的な観点から見ても必要である。決してデジュ

ール標準を無視しろということではなくて、デジュール標準とオープン標準

の両方とも大事だという観点を持つべき。 
 
⑥ 最近では、実際の標準化はフォーラムやコンソーシアムで行われており、

それがデジュール機関で追認されるという形になってきているため、ITU 等

のデジュール機関だけでなく、デファクトについても、きちんと見ていく必

要があるのではないか。 
 
⑦ 通信の世界では必ず相互運用性を確保しなければならないため、標準化が

必要になる。サービスの要求とそれを実現する技術があるという状況で、フ

ォーラムによるデファクトスタンダードという解があったと考えている。 
 
⑧ 米国で民間標準を政府がドライブしているのは、標準は使われなければ意

味がないという思想があるからである。日本では手段と目的が混同されがち

だが、米国では、国民に使ってもらうために標準を取りに行くといった思想

の違いもある。 
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２) 政策の対象とすべき標準 

① 「オープン標準」とは、「開かれた参画プロセスの下で合意され、具体的

仕様が実装可能なレベルで公開されていること」、「誰もが採用可能である

こと」、「技術標準が実現された製品が市場に複数あること」の全てを満た

すものをいうべきではないか。 
 
② 「オープン標準」に大切なのは、スピード感と多くのグローバルな賛同者

を得ること。これにより対象とする市場が一気に広がり、普及のスピードが

全然違う。 
 
③ 「オープン標準」では、デファクト標準であってもできる限り内外にオー

プンに開かれた環境で議論され、ユーザーにとって多様性と経済性、さらに

継続性のあるソリューションを提供することが基本的な考え方となる。 
 
④ グローバルスタンダードは、世界中の誰もがスタンダードの作成に参加す

ることができ、かつその活動で生み出されたスタンダードが世界中で使える

ということと定義される。 
 
⑤ 情報通信の技術は進歩しているが、サービス性の確保、インターオペラビ

リティの重要性は変わらないので、常にオープンで良い標準があれば、それ

を使って、良いサービスをしていくというのが基本的なスタンスである。 
 
⑥ 標準化のプロセスにおいては、最初にケーススタディとサービスからのリ

クワイヤメントを求め、そのサービスを実現するために必要なものを議論す

るので、最初のリクワイヤメントが曖昧だと、標準のための標準を行ってし

まう危険性がある。ある程度サービスの具体化がない標準化は進めづらい。 
 
⑦ 標準化をする上で一番重要だと思っているのは、具体的なサービスをする

人がいて、その具体的なサービスからのリクワイヤメントに基づいた形での

標準を速やかにかつ最低限行うということである。 
 
⑧ 標準に対して我々が重要だと思うのは、ユーザーオリエンテッドであるこ

と、ユーザーの視点を一番大事にすること。それから、オープンの中でも、

とりわけフェアで、トランスペアレントであることである。 
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⑨ EU の白書では、オープンな標準化プロセスは何であるかということで、

オープンネス、コンセンサス等が挙げられているが、その中の 1 つに、標準

化を行う過程で、そのプロセスが外に見えるというトランスペアレンシーが

挙げられている。このような欧州の動向も参考にして、日本の標準化政策も

考え直していくべきではないか。 
 
⑩ これからインターネットエコノミーが発展していく中で、例えばコンテン

ツ、プライバシー、セキュリティにしても、日本だけで決めたことに閉じこ

もることはできない。そういう意味で、これからの発展にとってグローバル

な枠組み作りが重要だと考えている。 
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＜３＞ いわゆる「ガラパゴス化」と標準化政策 

１) 「ガラパゴス化」の内容と原因等について  

① ICT 分野において、日本は、独自の進化を遂げた生物が多く存在するガラ

パゴス諸島になぞらえて「ガラパゴス化」と表現されることがあるが、これ

は、多くの企業が費用対効果の観点から日本市場を重要視し、国内市場への

集中投資を行った結果であり、標準化の問題ではなく経営判断の問題である。 
 
② ガラパゴス化は結局は結果論であり、標準化の結果ではないと考えている。

たまたま日本の企業が ROI 的に国内市場を重要視してきたため、国内市場

への集中投資を行い、結果論としてガラパゴスと言われる状況になった。標

準化の問題だと言うよりは、企業のマーケットの市場設定の判断、経営判断

の問題だと考えている。 
 
③ ガラパゴス論を取り上げる時には、どこのマーケットを大事にするかとい

う考え方や会社の方針とも関わってくるので、もっと全体を見てよく議論し

ていく必要があるが、商品が売れることには技術の他に、販売システムやブ

ランド力なども非常に強く関わってくるので、この議論と標準を絡めて話す

のはそぐわないのではないか。 
 
④ アーキテクチャを提案して、それを標準化していくという取組が弱いとい

う指摘もある。その理由としては、先進的なニーズが存在する国内市場への

対応に追われ、新技術、新製品のグローバル展開にリソースを割けていない

点などが指摘されている。 
 
⑤ 標準化とは技術進歩を止めることだという論調がある。日本のメーカーが

先陣を切って良い物を作っているのは確かであるが、それを、技術進歩を止

めて世界に普及させるまで堪えられるかという戦略がないことが問題なの

ではないか。 
 
⑥ 日本はかつて垂直統合型ビジネスで競争優位性を発揮したが、グローバル

市場が水平分業型に移行し、競争優位性が失われたという指摘もなされてい

る。 
 
⑦ アナログの時代には日本の得意とする摺り合わせの技術を十分に活かし

て製品を色々な国に輸出してきたが、デジタルの時代に変わると水平分業が

進み、日本の得意とするモノ作りの部分が中国等のコストが安い国に移転し

ていった。 
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⑧ 日本だけで標準化を進めようとするとガラパゴス化してしまうというこ

とは、既に証明されているのではないか。 
 
⑨ これまでの日本の標準化は技術者ドリブンでやってきた部分が多いと聞

いているが、市場展開につながらなければ意味がないため、ここに市場側の

人も入ってくる必要があると考える。 
 
⑩ これまでの企業の標準化活動は、企業視点のみに立つ傾向にあったという

ことが、反省点として挙げられる。 
 
⑪ これまでは、日本船団を構築して日本のためという意識で世界に標準技術

の提案を行ってきたが、なかなか海外で受け入れられなかった。 
 
⑫ 日本が関わった標準が完成したとしても、日本の提案の内容は本文の中に

はなく、アネックスになっているということが多いとも聞く。これは TBT
協定違反の回避といった後ろ向きの目的が強く、積極的に標準化を進めてこ

なかったからではないか。 
 
⑬ ガラパゴス化については、商品がその国の消費者の動向に合わせて作られ

たことが理由の 1 つだということができる。 
 
⑭ 日本の標準化の問題点として、日本市場に特化した仕様が多い点、標準化

の初期の議論が必ずしもオープンでない点などが挙げられるのではないか。 
 
⑮ 日本の標準化の問題としては、日本特有標準の他に、実装する段階でのプ

ロファイルの部分が非常に大きいという問題がある。 
⑯ カスタマイゼーション部分には独自開発が必要で開発コストが嵩み、エン

ドユーザーにとって高いコスト効率を確保できない。しかもカスタム部分に

ついては、ベンダーの選定が終わってから決めるという例が非常に多い。 
 
⑰ メーカー選定のプロセスは外国企業に対しても確かにオープンになって

いるが、その後のカスタマイズやローカライズの部分はオープンになってい

ない。 
 
⑱ 日本では標準化団体の数が非常に多く、そのプロセスも複雑であることか

ら、どこでどんな標準化の会合をやっているのか分からないという意見もよ

く聞く。 
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⑲ 仕様策定のプロセスでは、外国企業に呼び掛けを行っても IPR ポリシー

の違い等によりご参加いただけない場合がある。 
 
⑳ 日本の国内標準化機関では IPR ポリシーや法的な位置付けが明確でなか

ったり、JIS 標準等では法的に日本語の記述に縛られていたりするといった

問題もある。 
 
○21  日本には光ファイバーの普及や高度な携帯電話端末等の技術先進性があ

るため、ユーザー利点の最大化を考えた場合には、グローバル標準を使うこ

とが最適だということにはならない場合もある。 
 
○22  日本の標準化というのは昔に比べると良くなったと様々な所で言われて

いるが、言語の問題と場所の問題は依然として残っている。海外の会議に出

かけるには時間も費用もかかるし、言語の問題で英語主体の世界にはなかな

か入っていけないところがある。また、日本で始めた標準に海外にも入って

もらおうと発信はするが、言語等の問題から入っていただくのはなかなか難

しいという問題もある。 
 
○23  海外との間ではやはり言語の問題があり、例えば仕様をレビューする際に、

英語に翻訳してからレビューを行なうと、レビュー期間がどうしても長くな

ってしまい、全体の遅れにつながるという難しさがある。 
 
○24  海外の会議だと、メールベースの議論のうちは良いが、実際に会って話す

となるとやはり時間的な制約がある。 
 
○25  日本が主導権を持って進めてきた標準化を国際的に展開していく時の一

番の問題は言語を含めたコミュニケーション力であり、日本から英語で発信

していくためにはそれなりのコストがかかる。 
 
○26  日本における仕様策定のプロセスでは、ユーザーにとって不便にならない

ように日本の特殊性を加味する必要がある。 
 
○27  日本以外のマーケットがその良さを評価できていない、または規制の問題、

他国の通信行政の問題によって良いものの普及が妨げられているという見

方もできるのではないか。 
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○28  日本のメーカーからは、不況の時代に真っ先にコストカットされるのは標

準化部門だという話を聞くが、海外では全くそんなことは聞かない。 
 

2) 海外との連携の在り方  

① 日本が将来のグランドデザインを提案し、ライフスタイルを変える大きな

絵を描く作業は一企業では無理なので、国を含めた様々な業種の企業を集め、

市場の要求、ユーザーの要求を理解した上で、海外企業とも連携しながら提

案していく必要がある。 
 
② アナログの時代は他の機器と繋がるインターフェースが規定されており、

例えば記録媒体の物理的な形が違うといった自己完結的な標準化によって

一社独占も可能だったが、デジタルの時代になると PC を含む様々な機器と

の接続を常に考える必要があり、物理的な形状の標準化と言うよりもアプリ

ケーションの標準化となっている。誰かが取りまとめてスケジュールや知財

の問題を含めて仕切らないとサービスの要件を定めるのが難しくなってい

るため、これからは標準化の体制が一番の課題になってくる。 
 
③ 海外との連携については、日本発、国際標準獲得ということにとらわれる

のではなく、優れた標準提案であれば、たとえ海外発のものであっても、そ

こに自社の関係するテクノロジーを持ち込むことによって、その標準自体を

より良くしていくととともに、自社が望むような形の仕様にしていくという、

国際標準化の一翼を担うという観点が重要なのではないか。 
 
④ ユーザー利便の視点で考えると、これまでの標準化に対する考え方では、

日本発のものをどうするかという視点がかなり多かったが、今後はそういう

ものにこだわらず、海外で確立されたものをサポートしていくということも

必要になると考える。 
 
⑤ 日本が進んでいる分野では、日本からどんどん仕様として提案していくこ

とが国際貢献にもなるし、ガラパゴス化を防ぐことにもなる。 
 
⑥ 日本で産み出すというよりも海外の動きを素早く捕まえ、それを活用する

と言うのも日本の強みであると考える。例えば DECE を活用することで、

FTTH やコンテンツ、デジタル家電の充実という日本の強みをより発揮でき

る。 
 
⑦ 日本の ICT 産業も、今までは米国の自動車ベンダーのようなローカル企

業としての生き方で良かったが、今や日本の市場は大きくない状況にあると
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いうことを認識するべきである。 
 
⑧ これまでの日本の標準化は技術者ドリブンでやってきた部分が多いと聞

いているが、市場展開につながらなければ意味がないため、ここに市場側の

人も入ってくる必要があると考える。 
 
⑨ これまでは、日本船団を構築して日本のためという意識で世界に標準技術

の提案を行ってきたが、なかなか海外で受け入れられなかった。今後の活動

については世界のためにという視点、世界の共通価値といったものをしっか

りとアピールしていく必要がある。 
 
⑩ 日本の国内標準化機関では IPR ポリシーや法的な位置付けが明確でなか

ったり、JIS 標準等では法的に日本語の記述に縛られているといった問題も

ある。早い段階で世界を巻き込んだ標準化を作るという視点で、制度的な要

因の見直しが必要であると考える。 
 

 
 

  



- 13 - 
 

(2)  標準化政策における重点分野について 

＜１＞ 重点分野の選定の考え方 

主として以下に掲げる６点の観点から、「重点分野」の選定基準について指摘が

なされた。 
① 標準のオープン性（策定プロセス、知的財産・・・） 
② 広範囲の国民生活に影響がおよびうる内容か 
③ 消費者の安全性、利便性に関わる内容があるか 
④ 政府全体の基本政策の実現に関わりがあるか 
⑤ 標準を用いたサービス・製品について、フィージビリティがあるか 
⑥ 海外のプレーヤーとの連携の可能性 

 
① 「オープン標準」とは、「開かれた参画プロセスの下で合意され、具体的仕

様が実装可能なレベルで公開されていること」、「誰もが採用可能であること」、

「技術標準が実現された製品が市場に複数あること」の全てを満たすものをい

うべきではないか。 
 
① 「オープン標準」とは、「世界中の誰もがスタンダードの策定に参加するこ

とができ、かつその活動で生み出されたスタンダードが世界中で使えること」

と定義すべきではないか。 
 
① 「オープン標準」では、デファクト標準であってもできる限り内外にオープ

ンに開かれた環境で議論され、ユーザーにとって多様性と経済性、さらに継続

性のあるソリューションを提供することが基本的な考え方となる。 
 
①⑤ 選定すべき重点カテゴリとしては、サービスや事業が見えているもの、当

面の目標が見えていて、さらにオープンで融合性のあるものだと考える。 
 
② 税金を使うのであれば、全ての国民にとって役に立ち、利益を享受できるも

の、選択肢が多くなって、より暮らしやすくなって、より暮らしが楽しくなる

ものに政府の支援をしていただきたい。 
 
② 標準化をしておかなければ何か安全に対しての危惧がある、またはほとんど

全ての国民が関わるようなことで著しく不利益があるというようなところに、

国が関与していくべきであると考える。 
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②③ 一般の消費者は安くて便利で安心安全なものであれば、日本発かどうかに

はそれほどこだわらない。 
 
②③ 標準化については、消費者の利便性や安全性の部分には行政も大きく関わ

るべきだと思うが、それ以外の部分にはできるだけ最小限の関わりにした方

が良いと考えている。 
 
②③ 消費者としての視線は、第一に安全安心、第二に利便性、第三に安さであ

り、重点分野の選択にあたっては、標準化等の間接的なものも含めたコスト

が、国民が納得いくものでなければならない。 
 
②③ 例えば、３Ｄによる健康への影響など、国民全体に関わる安全性について

の標準化に対して支援を行っていくのは、消費者にとっても意味のあること

だと考える。 
 
④ 政府が標準化政策を進める上では、成長戦略の骨子にあるように「ライフ」

や「グリーン」という言葉がキーワードとなる。 
 
④ 重点分野に関しては、通信・放送の融合・連携という観点から議論するべき

であると考える。 
 
④ 政府の関与については、今の政府の成長戦略の骨子はライフイノベーション

とグリーンイノベーションということなので、標準化を進める上でもそのよう

なキーワードが基準となってくる。 
 
④ 日本優位で国際標準を牽引可能な領域としては、環境分野、エネルギー分野

の他に、食料分野、医療分野、自動車・鉄道分野、ホーム ICT 分野等があり、

このような分野において世界に共通の課題を解決すべき技術標準を抽出し、産

官学に民を加えた体制で国際標準化に取り組むべきである。 
 
④ ホーム ICT については、例えば、持続可能な社会に貢献できる省エネに関す

る可視化等に絞って行うべきである。今の消費者は付加価値が付いた製品を望

んでいない。本当に望まれる技術で、大義名分が立つものに国が支援を行うべ

きである。 
 
⑤ 重点分野に関しては、最初に技術ありきではなく、それぞれの技術でどのよ

うなサービス、利便性をユーザーに提供できるのかということを明確にした上

で、標準の内容を決めていく必要があると考える。 
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⑤ 重点分野については、実現性を良く精査した上で選択する必要がある。 
 
⑥ 日本で重点分野を検討するに当たっても、まずは海外とコーディネーション

できる分野を考えるというのが一つの手である。 
 
⑥ ユーザー利便の視点で考えると、これまでの標準化に対する考え方では、日

本発のものをどうするかという視点がかなり多かったが、今後は、そういうも

のにこだわらず、海外で確立されたものをサポートしていくということも必要

になると考える。 
 
⑥ 政府のサポートの対象としては確かに日本発にこだわる必要はないと考える。

ただし、単に情報収集のためだけに参加しているものと汗をかいて標準化に貢

献している活動とは区別をしていくべきである。 
 
⑥ ホーム ICT やデジタルサイネージの分野については、米国のブロードバンド

計画とのリエゾンを組んでいくというアプローチも必要である。特に速度が要

求される分野については、中途半端でも積極的に提案をして、走りながら軌道

修正をかけていくという方法も必要である。 
 
⑥ 米国では日本からの意見も含め、良い技術は何でも入れてコーディネーショ

ンしていくという方針を取っている。これにより米国の企業にも海外の企業に

もビジネスの機会が与えられ、消費者の利益になるという考えがある。日本で

重点分野を検討するに当たっても、まずは海外とコーディネーションできる分

野を考えるというのが一つの手である。 
 
⑥ 官民という話で、民にフォーカスして申し上げると、いかに民間企業がグロ

ーバル標準を活用していくのかというところが重要だと考える。例えば、DECE
については、英国、カナダ、中国等の様々な企業が新たに加入してきており、

米国のハリウッド中心で起こったものをどのようにしてローカルの地域で活用

していくのかということを検討しているので、非常に良い例になるものと考え

る。 
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○ 重点分野については、テーマごとにフォーカスを絞った技術とカバーする範

囲が非常に広い技術とが混在している印象を受ける。特にホーム ICT、センサ

ーネットワーク等は大きなテーマのまま議論するのは困難なので、分野を絞り

込み、国と企業、消費者の関係等を整理してから進めた方が良い。 
 
○ 政策の基本的な考え方について、これまでの考え方ではレイヤーの低い標準

化を意識されて書いているものと考えるが、現在のビジネスはアプリケーショ

ン等のレイヤーの高いところで成り立っているので、日本企業が弱いこの部分

のレイヤーをどうするかという観点を入れるべきである。 
 
○ 重点分野については、アプリケーションやコンテンツに注力すべきであると

考える。 
 
 

＜２＞ 具体的な重点分野について 

以下に掲げる 10 の分野について、提案がなされた。 
（１）ホームＩＣＴ 
（２）デジタルサイネージ 
（３）ＩＰＴＶ  
（４）ＨＴＭＬ５ 
（５）ＤＥＣＥ 
（６）ＩＰダウンロード 
（７）センサーネットワーク  
（８）３Ｄ 
（９）モバイルバーコード 
（10）オープンＩＤ 
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（１）ホームＩＣＴ 

サービス  ●様々な家電をネットワークにつなぎ外出先からの家の状態のチェッ

ク、省エネに関する可視化、機器の遠隔メンテナンス等を実現する。  

効果  

 （サービス）  

●外出先から家の中の状態をチェックしたり、家庭内での省エネ状況を

可視化したり、機器の故障を遠隔で監視したりすることが可能になる。  

 （標準化）  ●サービスの低廉化、必要なサービスの選択の容易さ、機器の簡略化や

省電力化、高い保守性、製品の選択肢の拡大等といったメリットを享

受できることになる。 

現在の検討状況  ●地方自治体や機器ベンダー、住宅会社、セキュリティ会社、ガス・電

力会社、水道事業者等の多くの主体が、それぞれ異なった方式でサー

ビスを検討。  

●2007 年頃から、OSGi と呼ばれる、それぞれのサービスを同じ手順で

行なうことを可能にする国際的な標準化が進んでいる。  

課題等  ●家の中には様々な家電があり、多様化に柔軟に対応する必要がある。  

●誰でも使える設定の自動化・簡易化、安全なリモートアクセスの仕組

み等が必要である。  

 
（２）デジタルサイネージ 

サービス  ●商業施設や交通機関等におかれ、時間と場所を捉えた効果的な情報提

供を実現する。  

●デジタルフォトフレーム等の端末を活用した簡便な情報提供を実現。  

効果  

 （サービス）  

●時間と場所を捉えた効果的な情報提供を受けることができる。  

●プル型のメディアで問題となるデジタルデバイドやユーザー側のスト

レスがなくなる。  

 （標準化）  ●システムの価格を低廉化させ、普及を促進できる。 

●端末として、デジタルフォトフレームなどのような非情報通信機器を

用いることができる。 

現在の検討状況  ●システム仕様に関する標準化が課題。  

●システムの値段が高くて普及を妨げている。  

●日本ではデジタルサイネージコンソーシアムが実証実験や標準化に取

り組んでいる。  

●米国にデジタルサイネージ協会、DPAA 等の団体があり、米欧で動き

が出てきているが、技術の検証の段階までには至っていない。  

課題等  ●デジタルサイネージは将来的には情報提供の社会基盤になることが期
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待されているが、コンテンツ、プラットフォーム、伝送インフラ等に

それぞれ課題が残っている。  

●端末は様々な種類のものがあるので、サイネージに出すコンテンツ形

式の最適化を定める必要がある。  

 
（３）ＩＰＴＶ  

サービス  ●テレビの画像を双方向に送り、オンデマンドの情報提供サービスやコ

ンテンツダウンロードサービスの他に、WEB アクセス等のインターネ

ット連携サービス等のサービスを実現する。  

 

効果  

 （サービス）  

●双方向的に映像を送ることができ、テレビの世界に広がりを持たせる。  

●外出先からのビデオコントロール等の様々なサービスが可能となる。  

 （標準化）  ●受信装置に依存せず、IP ネットワークを通してどのプロバイダのサー

ビスでも受けられるようになる。 

現在の検討状況 ●各種フォーラム等で、相互接続試験やサービスの規定が行われている。  

 

課題等  ●ＩＰＴＶに関する様々な規格の相互の整合性の確保。  

 

 
（４）ＨＴＭＬ５  

サービス  ●ウェブ上で他のソフトウェアをインストールすることなく、アプリケ

ーションを動作可能とする。  

●テレビ、携帯電話、カーナビ等の様々な端末でウェブを利用できる環

境を構築する。  

効果  

 （サービス）  

●パソコンだけではなく、カーナビ等の様々な端末でウェブを利用でき

るようになる。  

 

 （標準化）  ●ウェブ上で他のソフトウェアをインストールすることなく、アプリケ

ーションを動作可能とする。 

 

現在の検討状況  ●ウェブの仕様は World Wide Web Consortium（W3C）という組織で作

られている。  
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課題等  ●デジタルテレビ、携帯電話、組込みウェブについては日本が一番進ん

でいるが、日本からの発信が少ない。  

 

 
 
 
（５）ＤＥＣＥ  

サービス  ●相互接続性が保証された製品およびオンライン事業者を選択できるこ

とにより、コンテンツへのリモートアクセスや家族での共有、メディア

へのコピー等が可能となる。  

 

効果  

 （サービス）  

●ユーザーが無意識のうちに安心してコンテンツが買える環境を構築す

ることができる。  

 （標準化）  ●コンテンツが 1 つのデバイス、1 つの販売サイトに縛られることなく流

通できる。 

現在の検討状況  ●2008 年 6 月に米国で DECE が発足し、デジタルエンターテインメント

コンテンツビジネスに関わる 40 社以上が会員になっている。関係者と

の共通理解の下で一つのプラットフォームを構築するための仕様書の

策定を行っている。  

課題等  ●仕様の具体化、具体的なプレーヤーによる実装。  

 

 
（６）ＩＰダウンロード 

サービス  ●コンテンツの特性に応じて、高度衛星デジタル放送や通信路を用い、

利用者にとって伝送路を意識することなく、最適な経路でコンテンツ

をダウンロードすることができる。  

効果  

 （サービス）  

●コンテンツの特性に応じて最適な経路で配信を受けることができる。  

 

 （標準化）  ●ユーザーが伝送路を意識することなく、より便利なサービスを提供で

きる。 
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現在の検討状況  ●現在 ARIB では高画質・高音質の番組を全国に安定して伝送できる衛星

放送について、高速衛星ダウンロード放送の実現を目指した規格化を

進めている。  

●IETF において、今後インターネット側での規格化も期待されている。  

 

課題等   

 
（７）センサーネットワーク  

サービス  ●センサーネットワークを介して様々な情報をセンター側で把握し、分

析し、付加価値をつけてサービス提供することが可能となる。  

 

効果  

 （サービス）  

●センサーネットワークを介して把握された様々な情報を活用してサー

ビスの享受が可能。  

 （標準化）  ●ネットワーク、システム構築コストの低廉化。 

 

現在の検討状況  ●センサーネットワークを構築する微弱無線、Zigbee 等の各要素技術に

ついては、既に標準が存在するが、サーバシステムとネットワークシ

ステムの間のインターフェース条件等については標準が存在しないた

め、標準化を進める必要がある。  

課題等   

 
（８）３Ｄ  

サービス  ●放送波等で３Ｄコンテンツを伝送することができ、家庭で楽しめる環

境が実現する。 

 

効果  

 （サービス）  

●パッケージメディアだけではなく、様々なメディアを通じて３Ｄ映像

を見られるようになる。 

 

 （標準化）  ●受信機側で、３Ｄのコンテンツを認識。 

 （特段の操作なく、３Ｄ対応のモードに切り替わる） 

●視聴者に対し、人体への影響を回避。 
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現在の検討状況  ●国の内外で、放送メディア等による３Ｄコンテンツの配信が開始され

ている。  

 

課題等  ●伝送方式に関する規格化等。 

 

 
（９）モバイルバーコード 

サービス  ●商品についたバーコードを携帯電話等のモバイル端末で読みとり、ア

クセスする際には、個別の企業に直接アクセスするダイレクト方式が

主流であるが、国際共通のコードを用いて、共通のアクセス先を介す

ることにより、個別の企業にアクセスするインダイレクト方式を実現。  

効果  

 （サービス）  

●商品についたバーコードを携帯電話等のモバイル端末で読みとり、ア

クセスすることにより、クーポン等を入手することができる。  

 

 （標準化）  ●日本の端末を海外に持ち込んだ際に、現地のサービスを利用すること

ができる。 

●商品の供給者にとって、供給先の国によらず、同一のコードを利用で

きる。 

現在の検討状況  ●流通コードの標準化団体である GS1 で、検討が開始され、主として通

信事業者から構成される GSMA と協力関係にある。  

 

課題等  ●モバイルバーコードの検討の場で日本企業の参画が少ない。 

●海外企業が主導して進めている標準であるため、日本のノウハウを反

映してくための方法の検討が必要。 

 
（10）オープンＩＤ 

サービス  ●普段使用されているＩＤを用いて、政府のウェブサービスや、銀行や

電力会社等の公共性が高い民間のウェブサービスを活用できる。  

 

効果  

 （サービス）  

●ウェブ上の様々なサービスを、１つのＩＤで享受できる。 
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 （標準化）  ●システムの価格を低廉化させ、普及を促進できる。 

現在の検討状況  ●米国で採用。  

 

課題等  ●消費者が容易に把握できるＩＤの数よりも、消費者が使用するＩＤの

数の方が多い状況にある。 

●サービス提供者ごとにＩＤを管理しているため、高コスト構造になる。 
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(3)  官に期待される役割について 

＜１＞ これまでの標準化政策に関する評価 

1) 基本的な考え方 

ア 総 論 

① 是非国際的な視野で全面的に書き直していただき、日本で作る標準化グル

ープをどうするかとか、R&D をどうするかというのとは別に、国際的に行

われている標準化活動にどう関わっていくかということを視点にした具体

的な施策をぜひ並べていただきたい。 
 
② 今回のとりまとめにあたっては、これまでの標準化政策から決別するとい

うトーンをはっきり打ち出した方がよいのではないか。特に、今までの国際

標準機関であるＩＴＵ一本やりの標準化政策から見た場合、オープン標準化

団体まで目配りしたような形で標準化政策自体を変えていくということを

どこかに打ち出していくべきである。 
 
③ ユーザードリブンということを、どのように政策に反映していくのかとい

う観点からみると、経営層の意識や、標準化人材の育成を課題として挙げて

いるこれまでの ICT 分野の標準化政策には違和感がある。 
 
④ これまでの ICT 分野の標準化政策については、国際標準化であっても日

本企業だけが集まって議論していたが、外資系の企業も入って決めていく必

要がある。 
 
⑤ 今までの標準化に対する考え方というのは、官主導で中途半端な韓国バー

ジョンみたいなイメージに見える。根本的に民間の仕事であるということを

前提に、政府としてはどういうサポートなり支援をしていけばいいのかとい

うようなところに、やっぱり考え方を根本的に変えるべきじゃないか。 

 

イ 「デジュール」と「デファクト」に関する対応の在り方 

① 国の政策としては、デジュール、デファクト両方の視点を持たなければな

らない。これからはユーザー視点が重要になり、開かれた参加の下での、オ

ープンな標準化に積極的に取り組んでいく必要があると考える。 
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② 国の役割については、デジュール標準化機関だけではなく、フォーラムや

コンソーシアムの活動も認知するということがまずは必要ではないか。 
 
③ 「オープン標準」では、かなりのスピードである標準ができ、商用化がで

き、デファクト標準化が進む。その先に、国際標準化機関に持ち込んで国際

標準化するという過程が、最近非常に多く見られるようになった。そのよう

な各々の過程の中において、国はどのようにそこに戦略的に関与するのかと

いうことが一つのテーマとしてある。 
 
④ 日本企業が弱い上位レイヤーをどうするかという観点を持った上で、国と

フォーラム、コンソーシアムとの関わり方を検討していくべきではないか。 
 
⑤ 日本の特殊性や先端性をグローバルでオープンな標準にうまく反映させ

るようにすることが重要である。 
 
⑥ オープン標準に対してどうするか、ヨーロッパの資料にあるように、フォ

ーラム、コンソーシアムとの関係が当然のごとく出てくるので、これを是非

入れていただきたい。 
 
⑦ 日本としても、内外を問わずフォーラムとかコンソーシアムとか、そうい

う活動をどういうふうに見ていくか、どういうふうに認知していくか、どう

いうふうに関わっていくかなど、そういうような視点がこれからは必要。 
 

ウ 戦略的な標準化活動 

① デファクト標準や消費者の参加の重要性等、これまでの政策に新たな観点

を付け加えていく場合には、それに戦略的な効果があるということを明示す

るべきである。 
 
② いろいろな国の人が持っている技術を標準化に入れて、少しでも世界のマ

ーケットで成功しようとしている中でどうするか、というのが戦略なのであ

って、そのために他国とどういう協調をしていくか、例えば、自分達が持っ

ている技術で、ここは提供できるがここは反対に提供して欲しいという取引

をするとか、そういうことが戦略であろう。 
 
③ 国際標準化に向けて提案するということは、最初のスタートラインとして

重要であるが、提案し、グローバル標準に採択され、グローバルな市場を作

るという一連のプロセス全体が重要。 



- 25 - 
 

④ 日本発の提案からグローバル標準採択までのプロセスにおいて、きちんと

戦略を立てて進むことが大事であり、国際標準として提言したらそれで終わ

りということではない。 

 
 

エ 消費者ニーズの反映 

① やはり標準化には消費者ニーズの把握とか消費者の考え方の視点を入れ

るということがなかったというのが非常に問題ではなかったか。 
 
② 消費者が自分で使うもの、生活の中に入ってくるものであれば、やはり消

費者のニーズ把握、消費者の視点というのがなければ、非常に無駄なお金が

税金としてそこに投入されてきたと言えるのではないか。 
 
③ 税金を使うのであれば、全ての国民が利益を享受できるような、高齢者で

あれ、どんな人であれ、そういうタイプのものに政府支援の標準化というも

のがあるべきじゃないか。 
 
④ 日本国民だけをユーザーと考えない方がもはや良い。 
 
⑤ 他のどこの国でも非常に活発に行われていて、どこが使いにくいのか、ど

こに互換性が足りないのか、どこが壊れやすいのか、どこが安全じゃないの

かというようなことを、消費者が発言していくし、具体的な策定の場でもコ

メントしていく。 
 
⑥ 標準化の問題に消費者が関わる点は、サービスの普及というものがあるか

どうかといった点の目利きだと思う。メーカー目線で見ていては見えないも

のが、消費者の立場が入ると公という視点が出てくる。 

 

⑦ 委託事業の採択に関しては、有識者から評価をしているようだが、いわゆ

る学者の方が中心であり、そういった場に一般の消費者の視点が入るような

形でないと、企業の思惑で事業が進んでしまうところもあるかもしれない。 

 

⑧ 消費者に見えるようなアウトカム指標を明確にした上で、進捗状況をきち

んと報告し、どういう形で国民や消費者に返ってくるのか、あるいはこの目

標で標準化の推進に役立つのかということについて生産的な議論ができる

ようにしていただきたい。 

⑨ 普及するためには、標準として登録されることも重要だが、それ以上にマ
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ーケットに採用されることが重要である。 

 

⑩ 国内でも、国内のマーケットが特殊であれば、国内の消費者の視点が非常

に重要になるわけであり、グローバルなマーケットが特殊であれば、グロー

バルなマーケットの分析とそこへの普及を考えた上での標準化が提案され

なければならない。 

 
 

オ 経営層の意識 

① 標準化というのは、最終的にはユーザーのために、それは取りも直さず企

業としての経済活動を持続させるためにというのがベースであり、経営層の

意識が低いというのは難しいのではないか。 
 
② これまでの ICT 分野の標準化政策では、経営層の標準化に対する認識が

不足している旨が指摘されているが、例えば自動車産業界においては、経営

者層が、国際標準化に関するフォーラム等において日本のプレゼンスが低い

ということを危惧しているということからも分かるように、事実と異なるの

ではないか。 
 
③ 昨今の経済状況の中で、標準化活動を継続することが難しい場合もあると

いうことは事実だが、標準化は最終的にはユーザーのため、企業としての経

済活動を持続させるため行うものであるため、経営層の意識の問題ではない

と考える。 
 
④ 目的を明確にした形での標準化ということ、あるいは、それに対するリソ

ースというのは、当然それぞれ必要なところで、企業でそのリソース配分を

しているはずなので、必ずしも一般的に人材が不足しているということを前

提に持ってくるのはあまりふさわしくない。 
 
 

カ 海外との連携に関する考え方 

① ユーザー利便の視点で考えると、これまでの標準化に対する考え方では、

日本発のものをどうするかという視点がかなり多かったが、今後はそういう

ものにこだわらず、海外で確立されたものに対して情報収集や場の設定等の

サポートをしていくということも必要になると考える。 
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② 日本で産み出すというだけではなく、海外の動きを素早く捕まえ、それを

活用するのも日本の強みである。 
 
③ グローバルな環境においては 1 社単独でイノベーションを起こすことは

不可能であり、標準化活動を通じて複数社で協調しながらイノベーションを

生み出す必要がある。 
 
④ 標準利用者独自の要求条件や国としての制度的な要求条件は、できる限り

オープン標準に反映させ、独自の実装要求はできる限り減らすことによって、

日本で使うために作られた機器が世界共通で使え、また、世界共通の機器が

日本でも使えるようになり、エンドユーザーのコストメリットが大きくなる

ような仕組みを作っていくべきである。 
 
⑤ 「標準化戦略」としては、他国とどう協調し、例えば、何を提供して何を

提供してもらうかという取引をしていくかというような、実質的な戦略の議

論をするべきである。 
 
⑥ 米国における標準化活動については、トップランナーに合わせて、想定以

上にスピードが速いため、ホーム ICT やデジタルサイネージの分野等の分

野については米国とリエゾンを組んで進めていくことも必要である。 
 
⑦ 日本発は日本発として重要なことなので、積極的にやっていけば良いと思

うが、それと同時に日本発だけにこだわるのではなく、世界中から良い提案

は出てくるとの認識のもとに、どこ発であろうとも日本の産業界が積極的に

関与し、自社の特有な技術を標準化の中に取り入れられるようにしていくこ

とも重要。 
 
 

キ 国の役割 

① 標準化に関する官の役割というのは、新しい技術を使ったらこういう世の

中ができるという絵を描き、リーダーシップを取っていくことではないかと

考える。 
 
② 具体的に大企業以外も視野に入れた施策、経営者改革じゃなく、具体的な

金銭的なことも含めた施策というのを検討いただきたい。 
 
③ その後のキャリアパスでも全く見えない。どうやってコンペティティブな
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人がキャリアパスを構築していけるような社会にしていくかということを

国が責任を持って考えていく必要がある。 
 
④ 互換性の問題よりも規制、あるいは規格に関するところ、これはやはり政

府に頑張ってもらいたい。 
 
⑤ 情報通信分野でもキラリと光る技術を持っている地方の企業は多々ある。

そういう人達がきちんと標準を取れるようなそういうヘルプをするのはや

はり役所の役割ではないか。 
 
⑥ 末端のところまで行くと、上で変えられた標準によって下請けの人達の工

程が変わってコストがかかるということがあるので、そこの部分を役所とし

てはなんとかリーチをしていただきたい。 
 
⑦ これから民間が主導でやっていくことを後ろからバックアップするとい

うことに対しても、それに対してどう支援するかということに対してももう

少し厳密に考えるべきではないか。 

 

 

2）予算施策について 

   【平成 21年度 2 次補正予算施策へのコメント】 

① 一番よく理解できたのはガスのテレメーターの件。この技術がきちんとい

けば、電話回線のメタルラインによらずにテレメーターが普及できると理解

した。 

 

② 説得力があったのは、メーターの無線化、電気自動車の蓄電のところで、

非常に現実的かつ必要性が見えている。 

 

③ 提案されたシステムが、実現・標準化されて、ビジネス展開したいと考え

る人が多く参加する中で、そのサービスを使いたいと思う消費者が大勢いる

かという視点で考えた場合、ＨＥＭＳの事業展開は説得力がなく感じられた。 

 

④ 情報通信の分野というのは、絵に描いた餅になったものが今まで非常に多

いという話はこれまでもたくさん出てきたと思う。 

 

⑤ 失敗してたくさんお金を使ってしまった後に消費者に意見を言えというの
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は非常に非生産的なことであり、消費者ニーズを透明性高く、より着実に酌

み取ってもらいたい。 

 

⑥ 委託事業の採択に関しては、有識者からの評価もしているようだが、いわ

ゆる学者の方が中心であり、そういった場に一般の消費者の視点が入るよう

な形でないと、企業の思惑で事業が進んでしまうところもあるかもしれない。 

 

⑦ 一般国民、消費者にあまりにも利益が感じられないような事業にならない

よう、具体的かつ実現可能性があるところ、ニーズが見えているところに研

究の労力とお金を注ぎ込んでいただきたい。 

 

⑧ 税金を使うことの説明責任を果たしていかなければいけない一方で、研究

もしっかり進めなければいけないわけだが、それらのバランスをとるような

評価指標をきちんと作り、選考の基準を作れという指摘も出てきているので、

既に選考してしまった事業の結果を見せられて議論することの時間の無駄を

感じる。 
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＜２＞ 基本的な情報収集、関係者における情報共有の促進 

① 国の役割については、一般論としては情報収集ということだと考える。 
 
② グローバルに注目されている標準化の動向を素早く察知し、日本の消費者の

方に最適なサービスを提供できるものを確認していくことが重要である。その

ためには、グローバル企業をうまく活用するなど、国の内外の標準化団体との

コミュニケーションを維持することが必要である。 
 
③ 標準化するためには 1 つの標準化団体だけを追っていても駄目で、最終製品

を作るためには色々な標準化団体で行われていることを寄せ集める必要がある。 
 
④ 情報の収集に関しては、ある領域を網羅的にスキャンするようなことは、戦

略的な体制を組んで共有してできる部分があるが、完全な官主導になることは

避けるべきである。 
 
⑤ 欧米では、ロビーイング活動の上手な標準化のプロに予算と権限を与えて、

高いポジションにつけている。日本の企業ではあまりそういう方はいないが、

標準化専門のコンサルタント等はいるので、プロもうまく使うことが重要であ

る。 
 
⑥ 標準に対して、消費者がどう感じるかということについては国によってレベ

ルが違うこともある。このような情報を国の関与で得られるようになると良い。 
 
⑦ 民間では景気が悪くなると、標準化に関する情報収集を継続的に行うことが

難しくなってくるため、政府が予算を取り、定常的に情報収集を行うというこ

とも必要になってくると考える。ただし、対象とすべき分野等の具体的な内容

については、議論が必要。 
 
⑧ 行政の役割のうち情報の収集について、国や企業は標準化が始まる前から動

き出しており、国では相手国から情報を取っているはずなので、それが 1 つの

行政の役割となるのではないか。 
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＜３＞ 検討の場の設定 

① 標準化における官民の役割分担を考えた時、官は当然国中心になるが、企業

は全世界を見ながら標準を作っている。テーマごとにうまく国主導のところを

見ながら、それぞれの風土にあった標準化を進めて行く必要がある。また、以

前のように 1 つの業界に標準が閉じているものは分かりやすかったが、スマー

トグリッドやホーム ICT のように色々な業界が関わる標準化になると難しく、

上手く調整をしていく必要がある。 
 
② 企業内あるいは企業間において意思疎通を速やかにする場を設けることにも

政府が関与する意味があると考える。 
 
③ 標準化というのは、消費者の側から見て技術的にもきちんと安全性が担保さ

れているということが議論できる場で行われるべきであり、その場を提供する

のが官の役割だと考える。 
 
 

＜４＞ 調達による、規格・仕様の普及 

① 国というのは、その国における最大の購入者でもあり、その購入力を一つの

影響力として使うこともできる。 
 
② 専門機関による政府調達時の仕様策定は、標準化の推進に大きく貢献してい

る。日本でも同じような仕組みができるのか、あるいはそれ以上の仕組みがで

きるのかを政府の役割の大きな課題として議論していきたい。 
 
③ 国の調達力、購買力を標準化に活用するというのは有意義な方法であると考

える。環境物品に関するグリーン調達法で、我が国でもその考え方は具現化さ

れており、ICT の標準化にもこの枠組みを導入することは一考に値する。 
 
④ 日本の調達も、20 年から 30 年前に比べるとかなりオープンになってきた。

特定の事情に応じた基準は必要だが、原則的には国際調和の観点で開かれた調

達プロセスを採用し、政府こそが誰よりもオープンになる必要があると考えて

いる。 
 
⑤ 政府調達というのは、ある技術を普及させたり、あるいはセキュリティを確

保するために国産のものを使わなければならないという事情があるため、政府

調達の標準とマーケットの標準とは多少違うところがある。 
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⑥ 米国では研究開発に巨額を投じている他に、開発したものを政府調達の対象

にして、技術開発、標準化、調達というサイクルを回している。 
 
⑦ 米国では NIST によって政府調達基準が選択され、積極的に民間の規格が採用

されており、これが産業振興のための素地にもなっている。 
 
⑧ 欧州では、ETSI、CENEREC、CEN 等の公的な標準化機関が主体となって、

政府調達のための EN 規格が策定されている。 
 
 

＜５＞ 標準化活動支援 

① 政府が支援を行う際には、単なる情報収集を行う者と、実際に汗をかいて標

準化に貢献している者を明確に区別して行うべきである。 
 
② 今までの政府の研究開発プロジェクトの在り方には問題があったと考える。

NICT のような機関の在り方や、ITU への対応等についても、政府の関わり方を

考えていく必要があるのではないかと考える。 
 
③ 標準化政策に対しては、一つは海外における啓発やプレゼンスの向上を行う

場のサポート、もう一つはデファクト標準をデジュール化する際の支援という、

2 点をお願いしたい。 
 
④ 政府の支援としては、海外で行われているフォーラム活動への日本企業の参

加や、逆に日本で行われているフォーラム活動への外国企業の誘致によって、

日本の企業が海外のキープレイヤーと接触する機会を作り、海外の重要な標準

化団体についてもコーディネーションしつつ、日本で重点を置いている分野で

あっても戦略的にオープンにするという方法が考えられる。 
 
⑤ 国には、各標準化機関での標準化の状況を把握して、技術を持っている企業

に提案を促すような司令塔としての役割が期待されている。 
 
⑥ 当事者としては、グローバルなオープン標準化団体への提案を一つの条件と

して R&D 助成をするという基準を作って、インセンティブとするしかない。も

う一つ、ユーザーとしては、オープン標準というものを採用の基準として影響

力を行使していくことができる。 
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⑦ 国が研究開発等を実施する際には、認められた予算要求項目に合わせるよう

に目標を作るのではなく、まずニーズを調査して目標を立て、それに合わせた

予算を取るというアプローチが必要ではないか。 
 
⑧ 研究開発と標準化は区別するべきという意見があったが、標準化政策の名目

で研究開発委託に予算を投下する方法は、あまり効果がないのではないか。 
 
⑨ 欧米では、標準化が必要な分野に研究費が割り当てられ、標準化に使われて

いる費用が確保されている。一方、総務省が実施している研究開発については、

多額が投じられているが、標準化の体制と研究体制がリンクしていない場合が

多く、標準化に使われている費用はほとんどないのが実情ではないか。 
 
⑩ 旅費の支援については、ベンチャー企業に対して行うのであれば確かに必要

だと考えるが、民間企業がそれほど重要ではないと考えているところに、官が

民間に頼んで行ってもらうというのであれば、意味がないと考える。 
 
⑪ 大企業への支援一辺倒ではなく、優れた技術を持った地方の企業等がきちん

と標準を取れるように支援するのも、行政の役割であると考える。 
 
⑫ リソースの少ないベンチャー企業やインターネット系の新しい企業等に対し、

国としての予算等のリソースの投入など、実施方策について検討するべきでは

ないか。 
 
⑬ 特に韓国では行政機関自体が標準化の個別組織を持っていて組織的に活動を

行っているという印象がある。 
 
⑭ 韓国では、TTA の 2008 年度の年間収入約 45 億円のうち、6 割を政府からの

委託調査費で賄っている。この予算は、TTA が指名した現在は 397 名の専門家

がデジュール、デファクトの各標準化会合に出席する際の旅費、食費、情報活

動費として他国との専門家との飲食費等にも使われている。 
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＜６＞海外との連携促進 

① 海外との連携については、日本発、国際標準獲得ということにとらわれるの

ではなく、優れた標準提案であれば、たとえ海外発のものであっても、そこに

自社の関係するテクノロジーを持ち込むことによって、その標準自体をより良

くしていくととともに、自社が望むような形の仕様にしていくという、国際標

準化の一翼を担うという観点が重要なのではないか。 
 
② 海外との連携については、特定企業や特定の国が色々な良い技術を持ってい

ると思うので、その中で、いかにリーダーシップを発揮して１つの標準にまと

めていくかということが重要なのではないかと考える。 
 
③ 海外連携の促進について、官民合同の枠組みをつくったときには、大企業中

心になってしまったり、かなり限られたプレーヤーの中で談合するようになっ

てしまったりすることが危惧されるため、そうならないように取り組んでいく

必要があると考える。 
 
④ 海外との連携については、日本発のものにこだわることなく、日本がリーダ

ーシップを発揮して標準化を推進していくべきである。 
 
⑤ 政府のサポートの対象としては確かに日本発にこだわる必要はないと考える。

もともと提唱したのが海外の企業だとしても、日本の企業がそこに参加して主

体的な活動をしているものについては、1 つの日本発とみなして政府がサポート

していくべきである。 
 
⑥ 官による標準化活動の支援の例としては、諸外国の政府機関に対する働きか

け等が考えられる。例えば、ある規格を諸外国に普及させようとした場合には、

民だけで行うのではなくて、官からも相手方政府に働きかけた方が、効果が高

いのではないか。 
 
⑦ ユーザー利便の視点で考えると、これまでの標準化に対する考え方では、日

本発のものをどうするかという視点がかなり多かったが、今後はそういうもの

にこだわらず、海外で確立されたものをサポートしていくということも必要に

なると考える。 
 
⑧ 日本で産み出すというよりも、海外の動きを素早く捕まえ、それを活用する

と言うのも日本の強みであると考える。例えば DECE を活用することで、FTTH
やコンテンツ、デジタル家電の充実という日本の強みをより発揮できる。 
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⑨ 米国では日本からの意見も含め、良い技術は何でも入れてコーディネーショ

ンしていくという方針を取っている。これにより米国の企業にも海外の企業に

もビジネスの機会が与えられ、消費者の利益になるという考えがある。日本で

重点分野を検討するに当たっても、まずは海外とコーディネーションできる分

野を考えるというのが一つの手である。 
 
⑩ 政府の研究開発プロジェクト等で海外企業や海外発の技術を無差別で入れる

ことによって、日本の消費者の利益になる。 
 
⑪ 技術的な貿易障壁になりそうな事項について、相手国に対して標準を統一す

るように提案を出すのも政府の役割ではないか。 
 
⑫ 官のサポートについては、テーマごとに色々な役割があると思うが、日本と

海外の違いを減らしていくという点も大きなポイントになるのではないかと考

える。 
 
⑬ 国が国際間のコーディネーションに貢献できるような仕組みがあると良い。

例えば IPTV については国際間の協調ができるように国の関与を期待したい。 
 
⑭ アプリケーションの標準化においては、地理的に近い国よりも、消費者のニ

ーズが共通する国と政策的に連携するべきである。 
 
⑮ 日本が主導権を持って進めてきた標準化を国際的に展開していくためには、

日本から英語で発信していく必要があり、言語を含めたコミュニケーション力

が必要となってくるため、政府の支援があるとよいのではないか。 
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